
文化財保護法に基づく文化財保存活用大綱・文化財保存活用地域計画・
保存活用計画の策定等に関する指針【概要】

平成30年の文化財保護法（以下「法」という。）の改正により、新たに制度化された（１）都
道府県による文化財保存活用大綱の策定、（２）市町村による文化財保存活用地域計画の作成及
び文化庁長官による認定、（３）市町村による文化財保存活用支援団体の指定、（４）所有者等
による保存活用計画の作成及び文化庁長官による認定等に関して、その作成・推進等が円滑に進
むよう、作成等に当たっての基本的な考え方や具体的な記載事項、留意事項等を示したもの。

○大綱は、各都道府県における文化財の保存・活用の基本的な方向性を明確化し、当該都道府
県内において各種の取組を進めていく上で共通の基盤となるもの。

○大綱には、以下に掲げる内容を基本的な記載事項として定める。

○策定の際は、文化財の専門家や所有者、民間団体関係者、市町村の文化財担当者等の意見を
聴くとともに、関係部局と情報共有を図るなど適切に連携することが望ましい。

○地域計画は、各市町村が目指す目標や中長期的に取り組む具体的な内容を記載した、当該市
町村における文化財の保存・活用に関する基本的なアクション・プラン。

○地域計画には、以下に掲げる内容を記載事項として定める（法第183条の３第２項各号）。

○作成の際は、協議会を設置して多様な関係者の意見を踏まえることが望ましい。協議会には、
都道府県、市町村の都市計画・教育・観光等の関係部局のほか、文化財の保存会やNPO団体、
自治会、大学・高専教員、学芸員等の必要な者が参画できる。また、地方文化財保護審議会
の意見聴取を行うほか、パブリックコメント等により住民意見の反映に努めることが必要。

○文化庁長官の認定を受けるには、以下の基準を満たすことが必要（法第183条の３第５項各号）。

①文化財の保存・活用に関する基本的な方針、②文化財の保存・活用を図るために講ずる措置
③域内の市町村への支援の方針、④防災・災害発生時の対応、⑤文化財の保存・活用の推進体制

（第１号関係）[当該市町村の区域における文化財の保存及び活用に関する基本的な方針]
①当該市町村の概要、②当該市町村の文化財の概要、③当該市町村の歴史文化の特徴、
④文化財の保存・活用に関する課題、⑤文化財の保存・活用に関する方針

（第２号関係）[⑥当該市町村の区域における文化財の保存及び活用を図るために講ずる措置の内容]

（第３号関係）[⑦当該市町村の区域における文化財を把握するための調査に関する事項]

（第４号関係）[⑧計画期間]

（第５号関係）[文部科学省令で定める事項] ⑨文化財の保存・活用の推進体制等

（その他、必要に応じて任意で定めることができる事項）
⑩関連文化財群に関する事項、⑪文化財保存活用区域に関する事項、⑫認定を受けた場合の
事務処理特例の適用を希望する事務の内容、⑬その他の事項

指針の位置付け

（第１号関係）[当該地域計画の実施が文化財の保存及び活用に寄与するものであると認められること]
・計画期間内に実施すべき措置が盛り込まれていること
・それらが文化財の保存・活用に寄与するものであることが合理的に説明されていること

（第２号関係）[円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること]
・措置の実施主体が特定されているか、特定される見込みが高いこと
・措置の実施スケジュールが明確であること
・認定を受けた場合の事務処理の特例の適用を希望する場合には、当該事務の実施に必要な
人員の配置など適切な実施体制が確保されていること

（第３号関係）[大綱が定められているときは、当該大綱に照らして適切なものであること]

１．文化財保存活用大綱

指針の主な内容

２．文化財保存活用地域計画



○支援団体は、市町村が地域の民間団体と連携・協力していくパートナーシップを結ぶことに
より、地域の多様な主体を文化財に関する各種施策の推進主体として位置付けたもの。

○支援団体には、文化財の保存・活用に取り組む社団法人、財団法人、NPO法人、営利団体（民
間企業等）、法人格を持たない任意の団体などが指定されることが考えられる。

○指定の際は、定款や事業計画書、財務諸表等により、団体の組織・資金等の面を確認するこ
とが必要。また、市町村と支援団体は適正な役割分担のもとに円滑に連携するため、定期的
に意見交換の場を設けるなど、認識の共有を図りながら取組を進めることが望ましい。

○個人・法人が重要文化財や重要文化財・史跡名勝天然記念物として指定された土地を一定の
支援団体に譲渡する場合、譲渡所得の課税の特例等を受けることができる。

○保存活用計画は、個々の国指定文化財及び登録文化財を対象に、所有者・管理団体等が作成
する保存・活用の考え方や具体的な取組の内容を定めた基本的な計画である。

○保存活用計画には、文化財類型に応じた記載事項を定める。

○作成の際は、地方公共団体の文化財担当部局や文化財の専門家等の指導・助言を求めたり、
意見を聴きながら作成することが考えられる。

○文化庁長官の認定を受けるには、以下の基準を満たすことが必要。

【重要文化財（建造物）の場合】
（当該重要文化財に関する基本的な事項）
①当該重要文化財の名称・所在地等、②当該重要文化財の所有者・管理団体等、
③保存活用計画の対象とする区域、④当該重要文化財の概要・価値等

（当該重要文化財の保存及び活用のために行う具体的な措置の内容）
⑤保存の現状と課題、⑥活用の現状と課題、⑦保存管理に関する事項、⑧環境保全に関する
事項、⑨防災・防犯に関する事項、⑩活用に関する事項、⑪保護に関する諸手続

（計画期間）⑫計画期間

（必要に応じて任意で記載する事項）
⑬現状変更又は保存に影響を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）に関する事項、
⑭修理に関する事項

（保存活用計画の実施が文化財の保存及び活用に寄与するものであると認められること）【全類型共通】
・文化財の状況に応じて、計画期間内において実施すべき措置が盛り込まれていること
・それらが文化財の保存・活用に寄与するものであることが合理的に説明されていること

（円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること）【全類型共通】
・措置の実施主体が特定されているか、特定される見込みが高いこと
・措置の実施スケジュールが明確であること

（大綱又は認定地域計画が定められているときは、これらに照らして適切なものであること）【全類型共通】
・保存活用計画の内容が大綱又は認定地域計画と整合性のとれたものとなっていること

（現状変更等に関する事項が記載されている場合には、その内容が省令で定める基準に適合す
るものであること）【重要文化財、重要有形民俗文化財、史跡名勝天然記念物、登録有形文
化財、登録有形民俗文化財、登録記念物】
・現状変更等の実施方法等が明らかであることや、文化財が毀損するおそれがないことなど

（修理に関する事項が記載されている場合には、その内容が省令で定める基準に適合するものであるこ
と）【重要文化財】
・修理の実施方法等が明らかであることや、文化財が毀損するおそれがないことなど

（公開を目的とする寄託契約に関する事項が記載されている場合には、その内容が省令で定める基準に
適合するものであること）【重要文化財（美術工芸品）、登録有形文化財（美術工芸品）】
・当該寄託契約に、寄託先美術館・博物館で当該美術工芸品を適切に公開する旨の定めがあ
ることや、５年以上の期間にわたって有効な契約であることなど

３．文化財保存活用支援団体

４．保存活用計画


